
①　事業報告の「業務の適正を確保するた
めの体制及び当該体制の運用状況」

②　計算書類の「株主資本等変動計算書」
③　計算書類の「個別注記表」

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.bandp.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供して
おります。

第36期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第36期（2020年11月１日から2021年10月31日まで）

株式会社　ビーアンドピー



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制として2016年８月29日開催の取締役会にて、「内部統
制システムの基本方針」を定める決議を行っており（2018年７月改定）、現在その基本方針に基づ
き内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりであります。

① 取締役、従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 取締役及び従業員がとるべき行動の規範を示した「年度経営計画書」を制定し、取締役及び従

業員が法令・定款等を遵守することを徹底する。
ロ 取締役会は、取締役及び従業員が法令・定款等の遵守する体制を整備・運用するため、社内諸

規程を制定し、随時その有効性を検証する。
ハ 取締役会は、「取締役会規程」に則り会社の業務執行を決定する。
ニ 代表取締役社長は、取締役会から委任された会社の業務執行の決定を行うとともに、かかる決

定、取締役会決議、取締役会規程に従い職務を執行する。
ホ 取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は会社の業務執行状況を取締役会に報

告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ 取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」に基づき、適切に作

成、保存及び管理するとともに、取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるもの
とする。

ロ 法令又は取引所適時開示規則に則り必要な情報開示を行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 「リスク管理規程」を制定し、代表取締役社長の下、社長室が組織横断的リスク状況の監視並

びに全社的な対応を行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は各担当部署が行うこととす
る。

ロ 各部門の責任者は、自部門が整備するリスクマネジメント体制の下、担当職務の業務内容を整
理し、内在するリスクを把握、分析、評価した上で適切かつ迅速に対策を実施する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 取締役会規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及び権限、責任の明確化を図る。
ロ 取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
ハ 取締役会は、中期目標・経営目標・予算を策定し、代表取締役社長以下取締役はその達成に向

けて職務を遂行し、取締役会がその実績管理を行う。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
並びにその従業員の取締役からの独立性に関する事項

イ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の
上、監査役を補助すべき従業員を指名することができる。

ロ 監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された従業員への指揮権は監査役に委譲されたも
のとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

⑥ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ 当社の取締役は、監査役に重要な会議への出席の機会を提供する。
ロ 当社の取締役は、定期的に監査役に対して職務の執行状況を報告する。
ハ 当社の取締役及び従業員は、重要な法令や定款に違反する事実、重要な会計方針、会計基準及

びその変更、会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発見したときには、速やかに監査役
に報告する。
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ニ 当社の取締役は、上記ロ又はハの報告をしたことを理由として取締役又は従業員を不利に取り
扱ってはならない。

ホ 監査役の職務の執行において生じる費用については、会社法第388条に基づくこととし、当社
の取締役は、同条の請求に係る手続きを定める。

⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 代表取締役社長は監査役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について情報・意見交換を

行う。
ロ 内部監査室は会計監査人及び監査役と定期的に会合を持ち、情報・意見交換を行うとともに、

監査役は、必要に応じて会計監査人及び内部監査室に報告を求める。

⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性確保のため、社長室を内部統制の担当部門とし、代表取締役社長を委員長とし
て、財務報告の適正性を確保するため、全社的な統制活動及び業務プロセスの統制活動を強化し、
その運用体制を構築する。

⑨ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方
イ 当社は、2017年１月30日の取締役会にて決議された「反社会的勢力対応の基本方針」におい

て反社会的勢力などと一切関係をもたないことを定め、その順守を取締役及び従業員の義務と
する。

ロ 当社の取引先についても確認を行うなど、当社は、公共機関等との間で情報収集・交換ができ
る体制を構築し、反社会的勢力の排除に寄与することを基本方針とする。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務執行
　取締役会規程を制定し、取締役が法令並びに定款に従って行動するよう徹底しております。当事
業年度において取締役会を18回開催し、原則として取締役及び監査役全員参加のもと、各議案に
ついて活発な意見交換の上で、審議、意思決定、業務執行状況の監督がなされております。

② 監査役の監査
　監査役会規程を制定し、監査役の監査の実効性が確保されるよう徹底しております。当事業年度
において監査役会を13回開催し、監査役全員参加のもと、監査計画、監査実施状況、監査結果に
ついて活発な議論をしております。また、監査役は取締役会その他の重要な会議に出席して意見を
述べるほか、各種書類の閲覧や役職員への質問を通じて業務執行の状況を監査しております。さら
に、会計監査人、内部監査担当者と意見交換を行い、緊密に連携して監査を実施しております。

③ リスク管理
　リスク管理規程、コンプライアンス規程を制定し、役職員がリスクを把握・管理し、コンプライ
アンス違反を抑止するよう徹底しております。また、社長室が従業員向けのコンプライアンス研修
を年２回実施し、社内での啓蒙に努めております。
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(2020年11月１日から2021年10月31日まで)
株 主 資 本

純資産
合計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
2020年11月１日残高 286,000 276,000 276,000 2,500 840,000 1,209,475 2,051,975 2,613,975 2,613,975

当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △50,600 △50,600 △50,600 △50,600

当期純利益 189,604 189,604 189,604 189,604
当事業年度中の変動額
合計 － － － － － 139,004 139,004 139,004 139,004

2021年10月31日残高 286,000 276,000 276,000 2,500 840,000 1,348,479 2,190,979 2,752,979 2,752,979

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切捨して表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　商品 個別法による原価法
②　仕掛品 個別法による原価法
③　原材料・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。

（リース資産を除く） ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については定
額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～15年
機械及び装置 ２～６年
車両運搬具 ３年
工具、器具及び備品 ４～８年

②　無形固定資産 ソフトウエア
（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいて償却しております。

のれん
10年間で均等償却しております。

顧客関連資産
効果の及ぶ期間（７年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等
もないため、貸倒引当金を計上しておりません。

②　賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額
を計上しております。

③　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末
要支給額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年１月27日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 50,600 22 2020年10月31日 2021年１月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年１月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 71,300 31 2021年10月31日 2022年１月28日

２．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度
の年度末から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　49,955千円

⑵　識別した項目に関する重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は業績予想に基づき将来の課税所得を予測し、繰延税金資産の回収可能性を判断しておりま

す。
業績予想については収益及び費用に関して過年度実績や策定時に入手可能な情報、事業環境を考慮

した仮定となっておりますが、新型コロナウイルス感染症による影響や経済動向等、不確実性が含ま
れているため、予想の前提条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を与え
る可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　取締役に対する金銭債務　　115千円

⑵　期末日満期手形及び電子記録債権
　期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処
理しております。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電
子記録債権が、期末残高に含まれております。

受取手形 1,639千円
電子記録債権 1,598千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,300,000株
⑵ 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 －株
⑶ 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

⑷ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目
的となる株式の種類及び数

普通株式 68,600株
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繰延税金資産
未払事業税 4,028千円
未払事業所税 1,007千円
賞与引当金 7,650千円
役員退職慰労引当金 36,866千円
資産除去債務 3,483千円
その他 1,360千円
繰延税金資産合計 54,397千円

繰延税金負債
顧客関連資産 △3,185千円
その他 △1,256千円
繰延税金負債合計 △4,441千円

繰延税金資産の純額 49,955千円

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７．金融商品に関する注記
①　金融商品の状況に関する事項

・金融商品に対する取組方針
　当社は、経営活動に必要な資金の調達を自己資金にて賄っております。余裕資金につきまして
は安全性の高い短期的な現金及び預金で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

・金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。敷金は建物賃貸借契約等に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。営業
債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

・金融商品に係るリスク管理体制
　当社は、債権管理に関する社内規程に従い、営業債権について経営管理部が主要な取引先の状
況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の
悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、敷金について、差入先の信用
状況を定期的に把握することでリスクの軽減を図っております。営業債務である買掛金につい
て、経営管理部が適時に資金繰り計画を作成更新することにより、流動性リスクを管理しており
ます。
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貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（１）現金及び預金 2,331,333 2,331,333 －

（２）受取手形 71,966 71,966 －

（３）電子記録債権 87,385 87,385 －

（４）売掛金 404,432 404,432 －

資　産　計 2,895,117 2,895,117 －

（１）買掛金 133,476 133,476 －

（２）未払金 36,504 36,504 －

（３）未払法人税等 41,772 41,772 －

（４）未払消費税等 25,321 25,321 －

（５）リース債務 4,840 4,840 －

負　債　計 241,914 241,914 －

区分 貸借対照表計上額（千円）

敷金 80,491

②　金融商品の時価等に関する事項
　2021年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま
せん。（（注）２．を参照）

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、（４）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

負　債
（１）買掛金、（２）未払金、（３）未払法人税等、（４）未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

（５）リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定
される利率により割引計算を行った結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。なお、リース債務は流動負債及び固定負債の合計額であります。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　敷金は、市場価格がなく、かつ、実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキ
ャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,331,333 － － －

受取手形 71,966 － － －

電子記録債権 87,385 － － －

売掛金 404,432 － － －

合　計 2,895,117 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 4,349 490 － － － －

合　計 4,349 490 － － － －

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額

（注）４．リース債務の決算日後の返済予定額

８．関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,196円95銭
⑵　１株当たり当期純利益 82円44銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う影響について、合理的に予測することは困難な状況にあ
りますが、今後国内経済の回復傾向は続くものの、当社の事業領域である販売促進用広告の分野に
おいては、新型コロナウイルス感染症の影響から完全に回復するには至らないものと仮定し、当該
仮定を会計上の見積り（固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性）に反映しております。
　なお、実際の収束時期によっては国内企業の販売促進活動の停滞が続き、それにより当社の財政
状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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